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企 業 集 団 の 状 況

　当社の企業集団は、当社、子会社６社及び関連会社２社で構成され、小売事業としてスーパーマーケッ

ト事業、書籍等の販売事業、ホームセンター事業をチェーン展開しており、その他の事業としてビデオ・

ＣＤ・ＤＶＤレンタル事業、外食事業等を展開しております。

　当社グループの事業に係わる位置付けは次のとおりであります。

 （ 小 売 事 業 ）

　当社（株）オークワ及び持分法適用関連会社（株）勝浦オークワは、スーパーマーケットをチェーン展開し

ております。

　連結子会社（株）オー・エンターテイメントは、書籍等の販売事業「WAY」をチェーン展開しております。

　持分法適用関連会社（株）オージョイフルは、ホームセンター「オージョイフル」及びドラッグストア

「オージョイフルドラッグ」等をチェーン展開しております。

 （ そ の 他 の 事 業 ）

　（株）オー・エンターテイメントは、「ＷＡＹ事業部」において、書籍等を販売するとともにビデオ・Ｃ

Ｄ・ＤＶＤレンタル事業をチェーン展開しております。また、「ジスト事業部」において、スポーツクラブ、

映画館、ボウリング場及びアミューズメント施設を当社ショッピングセンター内に事業展開しております。

　連結子会社（株）オークフーズは、ファミリーレストラン「オーク」、かに料理店「甲羅本店」等の外食店

をチェーン展開しており、当社ショッピングセンター内にもフードコート部門として出店しております。

　持分法適用非連結子会社（株）黒潮は、回転寿司の「黒潮寿司」、とんかつの「かつ浜」等の外食店を

チェーン展開しており、当社ショッピングセンター敷地内にも出店しております。

　持分法適用非連結子会社（有）マミーは、クリーニング事業をチェーン展開し、当社店舗内にも出店して

おります。

　（株）オークフーズ及び（株）勝浦オークワは、ホテル事業も営んでおります。

　持分法適用非連結子会社（株）チェーンストアオークワ友の会は、前払式特定商品販売業である消費者友

の会を営んでおりましたが、現在は会員積立を停止しております。

　持分法適用非連結子会社（株）サンライズは、当社及び（株）オークフーズ等へ青果物を供給しております。

　当社が共同出資している関連当事者日本流通産業（株）は、当社グループに開発商品、輸入商品を供給し

ております。
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　当社グループの状況を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。

一 　 　 　 　 　 　 般 　 　 　 　 　 　 顧 　 　 　 　 　 　 客

外食事業・ホテル事業

（株）オークフーズ

外食事業

（株）黒潮
スーパーマーケット

（株）勝浦オークワ

ホームセンター

ドラッグストア

（株）オージョイフル

クリーニング事業

（有）マミー

消費者友の会

（株）チェーンストア
オークワ友の会

ビデオ・ＣＤ・DVDレンタル
スポーツクラブ
シネマ・ボウリング

書籍等の販売

卸売事業

（株）サンライズ

スーパーマーケット

（株）オークワ

（株）オー・エンターテイメント

卸売事業

日本流通産業（株）

商品の流れ

不動産の賃貸

サービスの流れ

テナント取引

提出会社

連結子会社

持分法適用非連結子会社

持分法適用関連会社

その他の関連当事者

その他の事業 小売事業
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経 営 方 針

１．会社の経営の基本方針
　

　当社グループは、スーパーマーケットを中心とする小売事業、ビデオ・ＣＤ・DVDレンタル事業及

び外食事業などで構成されております。当社グループは、「わが社の成長発展こそがお客様の生活文

化の向上を促し、社会への大きな貢献となることを念願し、チェーンストア業界の名門としての地位

を永遠に確立する。」の経営理念のもと、お客様のニーズに合った商品・サービスの提供を通じて、

お客様の豊かなライフスタイルの実現に貢献することを目指しております。

２．会社の利益配分に関する基本方針
　

　当社の利益配分につきましては収益力の向上に努め、その成果及び今後の経営環境や業績動向等を

総合的に勘案して、安定した配当を継続することを基本方針としております。

　また、内部留保につきましては、長期的な視点に立った店舗展開、お客様のニーズにお応えする商

品提供のための設備投資、及び合理化のためのＩＴ投資等に有効に活用してまいります。

　なお、平成１５年５月１５日から第３５期（平成１６年５月１３日開催）定時株主総会終結までの期間を対象

に、機動的な資本政策を遂行することが可能となることを目的に、自己株式を取得（普通株式２００万株、

取得価額総額４０億円をそれぞれ上限）することを取締役会で決議し、第３４期定時株主総会で承認を得

ました。その結果、平成１６年３月３１日現在で８０８千株（取得価額総額８５３百万円）の取得をしておりま

す。

３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針
　

　当社は当社株式の流動性の向上及び株主数増加を資本政策上の重要課題と認識しております。

　投資単位引下げに係る施策につきましては、業績、市況等を勘案し、その費用ならびに効果等を検

討してまいりますが、現段階では、具体的な施策及びその時期につきましては未定であります。今後、

株主重視の経営姿勢のもと、慎重に対処してまいります。

４．目標とする経営指標
　

　当社は小売業界の勝ち組企業となるため、営業収益経常利益率を本業の収益性が的確に表れた指標

として捉え、この目標を４％に設定し、かつ、株主重視の観点からROE（株主資本当期純利益率）１０％

を当面の目標としております。 
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５．中長期的な会社の経営戦略および対処すべき課題
　

　当社グループは、「近畿のスーパー業界で最も競争力の強いスーパーリージョナルチェーンを目指

す。」を中期スローガンに掲げ、和歌山・奈良・三重・大阪の一府三県のドミナントエリアに根付いた

スーパーとそれを補完する専門店として、独自性をもったストアイメージを確立し、「お客様第一主

義」を原点に、国際レベルで通用するグローバルな視点と地域密着の独自戦略により、経営基盤の強

化に努め、企業価値の向上を目指してまいります。

６．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況
　

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

　当社は、経営環境の変化に迅速に対応できる組織体制を構築し、上場企業として公正かつ透明性を

もって経営を行うことをコーポレート・ガバナンスの基本的な方針としております。

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況）

　当社は、本年５月から株主総会での承認を前提に、取締役の任期を現行２年以内から１年以内に変

更し、急速な事業環境の変化に対応し経営の柔軟性を確保するとともに、経営責任をより明確にいた

したく考えております。

　また、法令遵守と企業倫理確立のための制度として、平成１５年２月２１日より「オークワ倫理ホット

ライン」を設置いたしました。これは、通報者の保護や公正さ・透明性を確保するために、第三者の

弁護士をメンバーに加えた「オークワ倫理委員会」を設置し、当社全従業員を対象とした内部告発保

護制度であります。

　今後とも当社では、法令遵守と適正な業務遂行のできる企業環境の整備と組織の自浄作用強化に努

め、消費者から信頼される企業をつくるとともに、経営の透明性を高めるために積極的なディスク

ロージャーを行うことも必要と考え、適宜プレス発表を実施するほか、当社ホームページ上にIR情報

の開示やニュースリリースを行ってまいります。
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�　経営成績
１．当期の概況
　
　当期のわが国経済は、一部の業種に業績回復傾向が見られるものの、依然として雇用情勢は厳しく、
長期化したデフレに加え、天候不順や食肉に感染した新型病原菌問題の影響もあり、個人消費の低迷
脱却までには至らず、厳しい状況のまま推移いたしました。
　流通業界におきましても、依然として客単価の下落傾向が続くなか、大手流通各社の出店ラッシュ
による競争激化と重なり厳しい経営環境が続きました。
　このような状況のなかで、当社グループの営業の概況につきましては、次のとおりであります。
　スーパーマーケット事業を展開する㈱オークワは「お客様が感動される価値ある商品開発と新しい
顧客サービスの提供により、競合店と格差をつけよう。」をスローガンに掲げ、感動される価値ある
商品の開発、２４時間営業店舗の拡大、「オーカードプラス」の会員募集促進、在庫型センターの稼動に
よる物流コストの引下げ、新準社員（パートナー）制度導入による人材活性化とレベルアップ、発注
システムの改革と作業効率の改善、販売費及び一般管理費削減などに努めてまいりました。
　また、当期中には和歌山県下にスーパースーパーマーケット（SSM）の海南幡川店、スーパーマー
ケット（SM）の川永西店、小倉店、大阪府下にSSMの美原店、奈良県下にSSMの大和郡山筒井店、
大和高田店、橿原真菅店、三重県下にSSMの松阪田村店、伊勢二見店、SMの度会店の１０店を新設し、
在庫型物流センターとして大阪府南部に泉佐野流通センターを開設いたしました。
　また、既存店については、桜井店を改築増床したほか、パームシティ和歌山店、わくわくシティ尾
崎店、スカイシティ泉南店、橿原坊城店の改装を実施するとともに、経営の効率化をはかるため、あ
やめ池店、旧大和郡山筒井店、高田礒野店、旧橿原真菅店、五位堂店の５店を閉鎖いたしました。
　一方、連結子会社２社については、次のとおりであります。
　書籍等の販売事業、ビデオ・CD・DVDレンタル事業、スポーツクラブ事業、映画興行などを展開
する㈱オー・エンターテイメントは、当期中に３店を新設、不採算の４店を閉鎖し、営業面において
はロスの改善等に努めました。
　外食事業を中心に事業展開する㈱オークフーズは、当期中に不採算店１０店を閉鎖するなど大胆なリ
ストラを実施いたしました。
　なお、前期ではホームセンターの㈱オーマートが上半期まで連結子会社でありましたが、当期では
期首より除外されております。
　これらの結果、当期の当社グループの営業収益（売上高及び営業収入）は２，２９７億２百万円（前年同
期比０．７％減）、経常利益は６７億２４百万円（前年同期比１０．１％増）、当期純利益は３６億２６百万円（前年同
期比１９．０％増）となりました。

２．次期の見通し
　
　今後のわが国の経済情勢は、景気が緩やかな回復基調にあるものの、その浮揚力は力強さに欠け、
デフレからの脱出はまだ先送りとなることが予測され、個人消費は厳しい所得・雇用環境などから明
るい展望は期待できず、業界を取り巻く環境は依然厳しい状況が続くものと思われます。
　このような見通しのなかで、当社グループは「わが社の改革は、従業員一人一人の意識の変革から。
私が築こう、お客様の信頼とオークワの未来。」をスローガンに掲げ、従業員一人一人が主体的にそ
れぞれの仕事の中で改善と提案に取り組み、売れる商品・こだわり商品の開発、パートナーの戦力化
と社員実践教育、GOT（グラフィック・オーダー・ターミナル）システムの活用による発注精度の向
上と作業効率の改善、顧客マネージメントの実践などに努め、さらなるお客様からの信頼とご支持を
得られる企業となるよう、鋭意努力いたす所存でございます。
　次期の当社グループの営業収益（売上高及び営業収入）は２，３５０億円（前期比２．３％増）、経常利益は
７４億円（前期比１０．０％増）、当期純利益は４３億円（前期比１８．６％増）を見込んでおります。

経営成績及び財政状態
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�　財政状態
　当期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、期首残高と比べ、２１億９５百万円減少
し、４７億２６百万円（前年同期比３１．７％減）となりました。
　当期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。
　　
（営業活動によるキャッシュ・フロー）
　営業活動の結果得られた資金は９６億７４百万円（前年同期比１．７％増）となりました。これは主として
税金等調整前当期純利益が６６億８５百万円、非資金損益項目の減価償却費が５２億７７百万円、法人税等の
支払額が２７億７５百万円あったことによるものであります。
（投資活動によるキャッシュ・フロー）
　投資活動により使用した資金は９３億５０百万円（前年同期比１３．５％増）となりました。これは主とし
て新規出店及び店舗改装等に伴う固定資産の取得による支出が９９億４２百万円あったことによるもので
あります。
（財務活動によるキャッシュ・フロー）
　財務活動により使用した資金は２５億１９百万円（前年同期比４６．２％増）となりました。これは主とし
て長期借入れによる収入が３７億円であった一方、長期借入金の返済による支出が４２億５２百万円、配当
金の支払額が８億８０百万円、自己株式の取得による支出が８億９２百万円あったことによるものであり
ます。
　なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりであります。

平成１６年
２月期

平成１５年
２月期

平成１４年
２月期

平成１３年
２月期項　　　　　目

４９．２４７．７４６．２４６．２ 株 主 資 本 比 率 （％）

３７．１３８．５４１．４３４．１ 時価ベースの株主資本比率 （％）

３．１３．３３．０４．６ 債 務 償 還 年 数 （年）

２０．６１９．７１９．５１３．１インタレスト・カバレッジ・レシオ

（注）株主資本比率：株主資本／総資産
時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産
債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー
インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い
※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。
※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しており
ます。
※営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・
フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利
子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッ
シュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
　

増減金額
前連結会計年度

（平成１５年２月２０日現在）
当連結会計年度

（平成１６年２月２０日現在）
期　別　

　科　目 構成比金 額構成比金 額

　

△ ２，１９２

　　   ２１３

△　 　０

６０８

１７７

△　  ５１

１

　

１５．８

５９．１

３．３

２１．８

８４．２

１００．０

　

７，６９１

３４０

１４９

９，２４９

７２６

１，２８８

△　　 ２

　

１４．７

６０．５

３．９

２０．９

８５．３

１００．０

　

５，４９８

５５４

１４９

９，８５７

９０４

１，２３６

△　　 １

（資　産　の　部）

�　流　動　資　産

 １． 現 金 及 び 預 金

 ２． 受 取 手 形 及 び 売 掛 金

 ３． 有 価 証 券

 ４． た な 卸 資 産

 ５． 繰 延 税 金 資 産

 ６． そ の 他

 　　 貸 倒 引 当 金

   流 動 資 産 合 計

�　固　定　資　産

　（１）　 有 形 固 定 資 産

 １． 建 物 及 び 構 築 物

 ２． 機 械 装 置 及 び 運 搬 具

 ３． 器 具 及 び 備 品

 ４． 土 地

 ５． 建 設 仮 勘 定

  有形固定資産合計

　（２）　 無 形 固 定 資 産

　（３）　 投 資 そ の 他 の 資 産

 １． 投 資 有 価 証 券

 ２． 長 期 貸 付 金

 ３． 差 入 保 証 金

 ４． 繰 延 税 金 資 産

 ５． そ の 他

 　　 貸 倒 引 当 金

  投資その他の資産合計

  固 定 資 産 合 計

 資 産 合 計

△ １，２４２

△ 　 １５

△　  ９０

５１３

３，２８４

△ １，２８１

１９，４４３

４３，３８１

５９５

１，６３５

２５，５４６

１，４２７

１８，２００

４３，３６５

５０４

２，１４８

２８，８３０

１４６

２，４１０

８８４

　４１５

２

△ 　７８６

△ 　６２６

１９

△　 　１

７２，５８５

４，０１３

３，９２０

６

１９，９００

７９１

２，３６２

△　 １３４

７４，９９６

４，８９７

４，３３５

９

１９，１１３

１６４

２，３８２

△　 １３５

△ 　９７６２６，８４６２５，８７０

２，３１８１０３，４４５１０５，７６４

１，０７５１２２，８８９１２３，９６４

　 ％ 　 ％ 　

（単位　百万円）



－ ９ －

増減金額
前連結会計年度

（平成１５年２月２０日現在）
当連結会計年度

（平成１６年２月２０日現在）
期　別　

　科　目 構成比金 額構成比金 額

　

５１２

△　 ４８０

△ 　３９６

△　　６０

△ 　２０６

１，０９５

　

３５．１

１７．２

５２．３

－

１１．５

１１．４

２６．１

０．０

△１．３

４７．７

１００．０

　

９，８９６

１７，１７０

４，２６４

１，５３５

４６４

９，７８０

　

３５．１

１５．７

５０．８

１１．４

１１．３

２８．０

０．１

△１．６

４９．２

１００．０

　

１０，４０９

１６，６９０

３，８６７

１，４７５

２５８

１０，８７５

（負　債　の　部）

�　流　動　負　債

 １． 支 払 手 形 及 び 買 掛 金

 ２． 短 期 借 入 金

 ３． １年以内返済予定長期借入金

 ４． 未 払 法 人 税 等

 ５． 未 払 消 費 税 等

 ６． そ の 他

   流 動 負 債 合 計

�　固　定　負　債

 １． 長 期 借 入 金

 ２． 繰 延 税 金 負 債

 ３． 退 職 給 付 引 当 金

 ４． 役 員 退 職 慰 労 引 当 金

 ５． 債務保証損失引当金

 ６． 預 り 保 証 金

 ７． 長 期 未 払 金

  固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

（少数株主持分）

　　少数株主持分

（資　本　の　部）

�　資　　本　　金

�　資 本 剰 余 金

�　利 益 剰 余 金

�　その他有価証券評価差額金

�　自　己　株　式

資 本 合 計

 負債、少数株主持分及び資本合計

４６４

△ 　１５５

△ 　　０

△ ２，５５９

△ 　 ３１

２００

２

８６８

４３，１１１

９，９９３

０

３，６４５

２７０

－

７，２２２

－

４３，５７５

９，８３７

－

１，０８６

２３９

２００

７，２２５

８６８

△ １，６７５２１，１３２１９，４５６

△ １，２１１６４，２４４６３，０３２

－

－

－

２，６４１

　　　１５４

－

１４，１１７

１４，０２７

３２，０２６

４

－

１４，１１７

１４，０２７

３４，６６７

１５８

△　 ５０８△ １，５３０△ ２，０３９

２，２８７５８，６４４６０，９３１

１，０７５１２２，８８９１２３，９６４

　 ％ 　 ％ 　

（単位　百万円）



－ １０ －

連 結 損 益 計 算 書
　

前 期
対 比

増減金額
前連結会計年度
自　平成１４年２月２１日（ ）至　平成１５年２月２０日

当連結会計年度
自　平成１５年２月２１日（ ）至　平成１６年２月２０日

期　別　

　科　目 百分比金 額百分比金 額

〔９９．３〕

９８．７
９８．８
９８．２

１１５．３

１００．２

９９．２
１１０．３

１０３．３

１０７．１

１１０．１

７３３．４

２１４．２

１２０．６

１０５．７
－

１１９．０

〔△ １，７２１〕

△ ２，９９３
△ １，８７５

　
１００．０
７２．７
２７．３

３．７

３１．０

２８．２
２．８

０．２

０．３

２．７

０．１

０．３

２．５

１．１
△０．０
１．４

〔２３１，４２４〕

２２３，１３５
１６２，３２４

　
１００．０
７２．９
２７．１

４．４

３１．５

２８．４
３．１

０．３

０．３

３．１

０．７

０．８

３．０

１．２
０．２
１．６

〔２２９，７０２〕

２２０，１４２
１６０，４４８

  〔営　 業　 収 　益〕

�  売 上 高
�  売 上 原 価
  売 上 総 利 益

�  営 業 収 入
  不 動 産 賃 貸 収 入
  その他の営業収入
  営 業 総 利 益

�  販売費及び一般管理費
  営 業 利 益

�  営 業 外 収 益
  受 取 利 息
  持分法による投資利益
  そ の 他
�  営 業 外 費 用
  支 払 利 息
  持分法による投資損失
  そ の 他
  経 常 利 益

�  特 別 利 益
  固 定 資 産 売 却 益
  退職給付制度の変更に伴う利益
  賃 貸 契 約 解 約 金
  規定変更に伴う役員退職慰労引当金取崩額
  そ の 他
�  特 別 損 失
  固 定 資 産 売 却 損
  固 定 資 産 除 却 損
  投資有価証券評価損
  債務保証損失引当金繰入額
  そ の 他
  税金等調整前当期純利益

  法人税、住民税及び事業税
  法 人 税 等 調 整 額
  当 期 純 利 益

△ １，１１７

１，２７１
５４６
７２４

６０，８１０

８，２８８
１，９１０
６，３７７

５９，６９３

９，５５９
２，４５７
７，１０２

１５４

△   ４９４
６９，０９９

６２，８１７
６９，２５３

６２，３２２
６４９

１７
３７

△　　２２
１
４９

△　　１２
７０

△　　 ７

６，２８１

５２８
２３
２２
４８２
７０２
５００
－
２０１

６，９３０

５４５
６１
－
４８４
７５２
４８８
７０
１９３

６１６

１，４２３
△ 　１５０
１，５７６
１６

△　　３０
１１
８９９
３６２
１４１

△　　１８
２００
２１３

６，１０７

２２４
１５１
－
４３
３０
－
７８７
３３
５２５
１８
－
２１０

６，７２４

１，６４７
０

１，５７６
５９
－
１１

１，６８７
３９６
６６６
－
２００
４２３

１，１４０

１４６
　４１４

５，５４４

２，５６８
△　  ７１

６，６８５

２，７１５
３４３

５７９３，０４７３，６２６

　 ％ 　 ％ 　 ％

（単位　百万円）



－ １１ －

増　減　金　額
前連結会計年度
自　平成１４年２月２１日（ ）至　平成１５年２月２０日

当連結会計年度
自　平成１５年２月２１日（ ）至　平成１６年２月２０日期　別　

　科　目
金　　　 額金　　　 額

－

－

２，０６７

△　　４５

５７９

△　 ６２４

△　 ６１９

△　 　５

６

△　 ７１８

９７

２，６４１

１４，０２７

１４，０２７

２９，９５８

３，６７１

３，０４７

６２４

１，６０４

８８４

１

７１８

－

３２，０２６

１４，０２７

１４，０２７

３２，０２６

３，６２６

３，６２６

－

９８５

８７９

７

－

９７

３４，６６７

（資本剰余金の部）

�  資 本 剰 余 金 期 首 残 高

　

�  資 本 剰 余 金 期 末 残 高

　

（利益剰余金の部）

�  利 益 剰 余 金 期 首 残 高

　

�  利 益 剰 余 金 増 加 高

  当 期 純 利 益

  持分法適用会社の増加に伴う増加高

�  利 益 剰 余 金 減 少 高

  配 当 金

  取 締 役 賞 与 金

  連結子会社の減少に伴う減少高

  自 己 株 式 処 分 差 損

�  利 益 剰 余 金 期 末 残 高

連 結剰余金計算書

　　　

（単位　百万円）



－ １２ －

連結キャッシュ・フロー計算書

前連結会計年度
自　平成１４年２月２１日（　　　　　　　　　　）至　平成１５年２月２０日

当連結会計年度
自　平成１５年２月２１日（　　　　　　　　　　）至　平成１６年２月２０日

期　別　
　科　目

金　　　 額金　　　 額
　

５，５４４
５，５０７

△　　 ２２
１２８
２８２

△　　 １２
－

△　　 ３９
５００
１８

△　　１５１
３３
５２５

△　　 ２８
△　　 ３０

１６７
△　　２９６
△　　  １

２４４

　
６，６８５
５，２７７
７０

△　　  ０
△　１，３９５
△　　 ３１

２００
△　　 ７５

４８８
－

△　　  ０
３９６
６６６

△　　２１３
△　　６０８

５１２
△　　２０６
△　　　７
１，０８７

�　営業活動によるキャッシュ・フロー
 １． 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益
 ２． 減 価 償 却 費
 ３． 持 分 法 に よ る 投 資 損 益
 ４． 貸 倒 引 当 金 の 増 減 額
 ５． 退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額
 ６． 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 減 少 額
 ７． 債 務 保 証 損 失 引 当 金 の 増 加 額
 ８． 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金
 ９． 支 払 利 息
 １０．  投 資 有 価 証 券 評 価 損
 １１．  固 定 資 産 売 却 益
 １２．  固 定 資 産 売 却 損
 １３．  固 定 資 産 除 却 損
 １４．  売 上 債 権 の 増 加 額
 １５．  た な 卸 資 産 の 増 加 額
 １６．  仕 入 債 務 の 増 加 額
 １７．  未 払 消 費 税 等 の 減 少 額
 １８．  役 員 賞 与 の 支 払 額
 １９．  そ の 他

　　小　　　　　計
 ２０．  利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額
 ２１．  利 息 の 支 払 額
 ２２．  法 人 税 等 の 支 払 額
   営業活動によるキャッシュ・フロー
�　投資活動によるキャッシュ・フロー
 １． 定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出
 ２． 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出
 ３． 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入
 ４． 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出
 ５． 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入
 ６． 投 資有価証券の取得による支出
 ７． 短 期 貸 付 金 の 純 増 加 額
 ８． 長 期 貸 付 に よ る 支 出
 ９． 敷 金・保証金の差入による支出
 １０．  敷 金・保証金の返還による収入
 １１．  そ の 他
   投資活動によるキャッシュ・フロー
�　財務活動によるキャッシュ・フロー
 １． 短 期 借 入 金 の 純 減 少 額
 ２． 長 期 借 入 れ に よ る 収 入
 ３． 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出
 ４． 配 当 金 の 支 払 額
 ５． 自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出
 ６． 自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入
   財務活動によるキャッシュ・フロー
�　現金及び現金同等物に係る換算差額
�　現金及び現金同等物の減少額
�　現金及び現金同等物の期首残高
�　連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額
�　現金及び現金同等物の期末残高

１２，３７１
３９

△　　４８３
△　２，４１５

１２，８４３
７５

△　　４６９
△　２，７７５

　９，５１１
　

△　　  ０
△　　１４９

３０２
△　４，８０９

３１０
△　　２４０
△　　 ３８
△　　  ６
△　４，８０６
１，１０１
９６

　９，６７４
　

△　　  ３
△　　１４９

１４９
△　９，９４２

３０３
△　　２０８
△　　 １１
△　　  ３
△　　５７３
１，４０９

△　　３２１
　△　８，２４０

△　１，７４０
６，０４８

△　４，７９７
△　　８８４
△　　３４９

－

　△　９，３５０

△　　４８０
３，７００

△　４，２５２
△　　８８０
△　　８９２

２８６
△　１，７２３

－
△　２，５１９

－
　△　　４５２

７，８６４
　△　　４８９

　△　２，１９５
６，９２２
－

６，９２２４，７２６

（単位　百万円）



－ １３ －

連結財務諸表作成のための基本となる事項

１．連結の範囲に関する事項
（１）　連結子会社は、（株）オー・エンターテイメント、（株）オークフーズの２社であります。
（２）　非連結子会社は、（株）黒潮外３社であります。
　非連結子会社４社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見
合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等はいずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしてはお
りません。

２．持分法の適用に関する事項
　非連結子会社及び関連会社の全てに対して持分法を適用しております。非連結子会社は（株）黒潮外３
社、関連会社は（株）オージョイフル外１社であります。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は連結決算日と同一であります。

４．会計処理基準に関する事項
（１）　重要な資産の評価基準及び評価方法
　○１ 　有価証券
（イ）満期保有目的の債券
　　償却原価法
（ロ）その他有価証券
　　時価のあるもの　　連結決算日の市場価格等に基づく時価法
　　　　　　　　　　（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　　時価のないもの　　移動平均法による原価法
　○２ 　たな卸資産
　売価還元法に基づく原価法によっております。但し、物流センター在庫等は最終仕入原価法に
基づく原価法によっております。

（２）　重要な減価償却資産の減価償却の方法
　○１ 　有形固定資産
　定率法によっております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法
と同一の基準によっております。但し、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を
除く）については、定額法によっております。
○２ 　無形固定資産及び長期前払費用
　定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準
によっております。但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法によっております。

（３）　重要な引当金の計上基準
　○１ 　貸倒引当金
　売掛金、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上
しております。
○２ 　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき、当連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。
○３ 　役員退職慰労引当金
　連結財務諸表提出会社では、役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給
額を計上しております。
　なお、連結子会社は、役員退職慰労引当金を計上しておりません。
○４ 　債務保証損失引当金
　債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上し
ております。

（４）　重要なリース取引の処理方法
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 



－ １４ －

（５）　その他連結財務諸表作成のための重要な事項
　○１ 　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
○２ 　１株当たり当期純利益に関する会計基準等
　当連結会計年度より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び
「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用し
ております。なお、当連結会計年度において、従来と同様の方法によった場合の「１株当たり当
期純利益」は８２円６９銭、「１株当たり純資産額」は１，４０２円７４銭であります。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
　連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。

６．連結調整勘定の償却に関する事項
　発生日以後５年間で均等償却することを原則としておりますが、金額に重要性がない場合は発生年度
に全額償却することとしております。

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項
　連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分により作成し
ております。

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可
能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から
３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

（追加情報）
　
退職給付会計
○１ 　連結財務諸表提出会社は、確定拠出年金法の施行に伴い、平成１５年１２月に退職一時金制度の一部に
ついて確定拠出年金制度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用
指針第１号）を適用しております。
　　当連結会計年度における損益に与える影響額は、「退職給付に関する注記」に記載しております。
○２ 　連結財務諸表提出会社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、
平成１６年２月１日に厚生労働大臣から過去分返上の認可を受けております。
　　当連結会計年度における損益に与える影響額は、「退職給付に関する注記」に記載しております。



－ １５ －

注　記　事　項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度当連結会計年度項　　　　　　　　　　　目

５５，８１０５９，６７３１． 有 形 固 定 資 産 の 減 価 償 却 累 計 額

１１
２，５６６
３，１７５

１７
３１

１，１８３

１４
２，０２２
２，７０１

１５
１０５
１，０７８

２． 担 保 資 産 及 び 担 保 さ れ て い る 債 務
 （担保資産）
  現 金 及 び 預 金 （ 定 期 預 金 ）
  建 物 及 び 構 築 物
  土 地
 （債　　務）
  支 払 手 形 及 び 買 掛 金
  １年以内返済予定長期借入金
  長 期 借 入 金

２，２５７２，２０６
３． 非 連 結 子 会 社 及 び 関 連 会 社 の 株 式
  投 資 有 価 証 券 （ 株 式 ）

９４０
６２

７７３
６７

４． 偶 発 債 務
  銀 行 債 務 に 対 す る 保 証
  買 掛 金 に 対 す る 保 証

（単位　百万円）

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 前 連 結 会 計 年 度当　連　結　会　計　年　度

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係
　　

現金及び預金勘定 　７，６９１百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 　△７６８百万円

現金及び現金同等物 ６，９２２百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係
　　

現金及び預金勘定 　５，４９８百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 　△７７１百万円

現金及び現金同等物 ４，７２６百万円



－ １６ －

（リース取引関係）

 前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び期末残高相当額

  取得価額相当額
  減価償却累計額相当額
  期末残高相当額
２．未経過リース料期末残高相当額
  １ 年 内 １，８８８百万円
  １ 年 超 ３，８５９百万円
  　 合 計　  ５，７４７百万円
３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払
利息相当額

  支 払 リ ー ス 料 ２，５９０百万円
 減価償却費相当額  ２，３８３百万円
  支払利息相当額 １４５百万円
４．減価償却費相当額の算定方法

左に同じであります。

５．利息相当額の算定方法
左に同じであります。

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び期末残高相当額

  取得価額相当額
  減価償却累計額相当額
  期末残高相当額
２．未経過リース料期末残高相当額
  １ 年 内 １，９７４百万円
  １ 年 超 ３，７８８百万円
  　 合 計　  ５，７６３百万円
３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額
  支 払 リ ー ス 料 ２，２３７百万円
 減価償却費相当額  ２，１２３百万円
  支払利息相当額 １２１百万円
４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を
零とする定額法によっております。

５．利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額
相当額との差額を利息相当額とし、各期
への配分方法については、利息法によっ
ております。

合 計器具及び備品機械装置及び運搬具
１２，５４８百万円
 ６，８５１　　　

１１，５２０百万円
 ６，２２１　　　

１，０２８百万円
　６２９　　　

 ５，６９６　　　 ５，２９８　　　　３９８　　　

合 計器具及び備品機械装置及び運搬具
１３，１６１百万円
 ７，４７８　　　

１０，９７５百万円
 ５，８１６　　　

２，１８５百万円
１，６６１　　　

 ５，６８２　　　 ５，１５８　　　　５２３　　　



－ １７ －

　当連結会計年度

１．その他有価証券で時価のあるもの

２．時価評価されていない有価証券（時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く）

 （単位　百万円）

３．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成１６年２月２０

日現在）

 （単位　百万円）

（単位　百万円）

当連結会計年度（平成１６年２月２０日現在）
区　　　　　　　　　　 分

 差 額連結貸借対照表計上額 取 得 原 価

３９５

－

－

８６６

－

－

４７０

－

－

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

　　○１ 　株　式

　　○２ 　債　券

　　○３ 　その他

３９５８６６４７０小　　　　計

△　１２９

－

－

８９３

－

－

１，０２２

－

－

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

　　○１ 　株　式

　　○２ 　債　券

　　○３ 　その他

△　１２９８９３１，０２２小　　　　計

２６６１，７５９１，４９２合　　　　計

当連結会計年度（平成１６年２月２０日現在）区　　　　　　　　　　 分

連結貸借対照表計上額（１）満期保有目的の債券

  １４９　　　　割引金融債

  １４９計

連結貸借対照表計上額（２）その他有価証券

２，５７６　　　　非上場株式（店頭売買株式を除く）

２，５７６計

１年以内　

１５０

－

　　○１ 　債　券

　　　　その他

　　○２ 　その他

１５０合　　　　計

（有価証券関係）



－ １８ －

　前連結会計年度

１．その他有価証券で時価のあるもの

２．時価評価されていない有価証券（時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く）

 （単位　百万円）

３．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成１５年２月２０

日現在）

 （単位　百万円）

（単位　百万円）

前連結会計年度（平成１５年２月２０日現在）
区　　　　　　　　　　 分

 差 額連結貸借対照表計上額 取 得 原 価

１９６

－

－

４９８

－

－

３０１

－

－

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

　　○１ 　株　式

　　○２ 　債　券

　　○３ 　その他

１９６４９８３０１小　　　　計

△　１８９

－

－

８０１

－

－

９９０

－

－

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

　　○１ 　株　式

　　○２ 　債　券

　　○３ 　その他

△　１８９８０１９９０小　　　　計

７１，２９９１，２９１合　　　　計

前連結会計年度（平成１５年２月２０日現在）区　　　　　　　　　　 分

連結貸借対照表計上額（１）満期保有目的の債券

　１４９　　　　割引金融債

　１４９計

連結貸借対照表計上額（２）その他有価証券

２，６２１　　　　非上場株式（店頭売買株式を除く）

２，６２１計

１年以内　

１５０

－

　　○１ 　債　券

　　　　その他

　　○２ 　その他

１５０合　　　　計

　



－ １９ －

（デリバティブ取引関係）

　当連結会計年度（自平成１５年２月２１日　至平成１６年２月２０日）及び前連結会計年度（自平成１４年２月２１

日　至平成１５年２月２０日）

　当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

（税効果会計関係）

当連結会計年度　　（平成１６年２月２０日現在）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な
原因別の内訳　　　　　　　　（単位　百万円）
　　繰延税金資産
　　　未払事業税
　　　賞与引当金
　　　商品券
　　　確定拠出年金移換金（未払金及び長期未払金）
　　　退職給付引当金
　　　役員退職慰労引当金
　　　その他
　　　　繰延税金資産合計
　　繰延税金負債
　　　固定資産圧縮積立金
　　　特別償却準備金
　　　その他有価証券評価差額金
　　　　繰延税金負債合計

　　繰延税金資産の純額

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等
の負担率の差異の原因となった主要な項目別の
内訳　　　　　　　　　　　　　　（単位　％）
　　法定実効税率
　　（調　整）
　　　持分法による投資損失
　　　税額控除
　　　連結子会社当期欠損金
　　　住民税均等割等
　　　その他
　　　　税効果会計適用後の法人税等の負担率

３．「地方税法等の一部を改正する法律」（平成１５
年法律第９号）が平成１５年３月３１日に公布され
たことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産
及び繰延税金負債の計算（ただし、平成１７年２
月２１日以降解消が見込まれるものに限る。）に使
用した法定実効税率は、前連結会計年度の
４１．７％から４０．４％に変更されました。その結果、
当連結会計年度の繰延税金資産（繰延税金負債
の金額を控除した金額）の金額が１３百万円減少
し、当連結会計年度において計上された法人税
等調整額が１７百万円、その他有価証券評価差額
金が３百万円、それぞれ増加しております。

前連結会計年度　　（平成１５年２月２０日現在）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な
原因別の内訳　　　　　　　　（単位　百万円）

　　繰延税金資産
　　　未払事業税
　　　賞与引当金
　　　商品券
　　　未払事業所税
　　　退職給付引当金
　　　役員退職慰労引当金
　　　その他
　　　　繰延税金資産合計
　　繰延税金負債
　　　固定資産圧縮積立金
　　　特別償却準備金
　　　その他
　　　　繰延税金負債合計

　　繰延税金資産の純額

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等
の負担率の差異の原因となった主要な項目別の
内訳　　　　　　　　　　　　　　（単位　％）
　　法定実効税率
　　（調　整）
　　　持分法による投資利益
　　　交際費等永久に損金に算入されない項目
　　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目
　　　住民税均等割等
　　　その他
　　　　税効果会計適用後の法人税等の負担率

１２９
２６９
２４３
２７

１，５０２
１１２
１６５
２，４５０

８１５
１０９
８
９３３

１，５１６

４１．７

△　０．２
０．２

△　０．１
３．０
０．４
４５．０

１３５
４０３
２４２
４７０
４２５
９６
２７９
２，０５４

７８５
９２
１０７
９８５

１，０６８

４１．７

０．４
△　１．４
２．４
２．６
０．１
４５．８



－ ２０ －

（セグメント情報）

１．事業の種類別セグメント情報

　　当連結会計年度（自平成１５年２月２１日　至平成１６年２月２０日）及び前連結会計年度（自平成１４年２月

２１日　至平成１５年２月２０日）

　　小売事業の売上高、営業利益及び総資産がそれぞれ全セグメントの売上高合計、営業利益合計及び総

資産合計の９０％を超えておりますので、当セグメント情報の記載を省略しております。

２．所在地別セグメント情報

　　当連結会計年度（自平成１５年２月２１日　至平成１６年２月２０日）及び前連結会計年度（自平成１４年２月

２１日　至平成１５年２月２０日）

　　在外連結子会社及び重要な在外支店がありませんので、該当ありません。

３．海外売上高

　　当連結会計年度（自平成１５年２月２１日　至平成１６年２月２０日）及び前連結会計年度（自平成１４年２月

２１日　至平成１５年２月２０日）

　　海外売上高がありませんので、該当ありません。



－ ２１ －

前連結会計年度
自　平成１４年２月２１日（ ）至　平成１５年２月２０日

当連結会計年度
自　平成１５年２月２１日（ ）至　平成１６年２月２０日

１．採用している退職給付制度の概要
　　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、厚
生年金基金制度及び退職一時金制度を設けております。

２．退職給付債務に関する事項（平成１５年２月２０日現在）
（単位：百万円）

 �　退職給付債務 △ ９，７２７
 �　年金資産 ５，５３６
 �　未積立退職給付債務（�＋�） △ ４，１９１
 �　会計基準変更時差異の未処理額 －
 �　未認識数理計算上の差異 ３，４７９
 �　未認識過去勤務債務（債務の減額） △ ２，９３２
 �　連結貸借対照表計上額純額（�＋�＋�＋�） △ ３，６４５
 �　前払年金費用 －
 �　退職給付引当金（�－�） △ ３，６４５  　
　（注）１．厚生年金基金の代行部分を含めて記載しており

ます。
　　　２．連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しております。
　　　３．当連結会計年度において、提出会社の厚生年金

基金制度における代行部分について、将来分支給
義務免除の認可を受けたことにより、過去勤務債
務（債務の減額）が発生しております。

　

　

３．退職給付費用に関する事項（自平成１４年２月２１日　至
平成１５年２月２０日）

（単位：百万円）
 �　勤務費用 ８１１
 �　利息費用 ２５４
 �　期待運用収益 △ 　２８６
 �　会計基準変更時差異の費用処理額 －
 �　数理計算上の差異の費用処理額 ２９１
 �　過去勤務債務の処理額 △ 　１７２
 �　退職給付費用（�＋�＋�＋�＋�＋�） ８９８  　
　（注）１．厚生年金基金に対する従業員拠出額は「�　勤

務費用」より控除しております。
　　　２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は「�　勤務費用」に計上しております。
　　　３．「�　過去勤務債務の処理額」は、「２．退職給付

債務に関する事項」の（注）３．に記載の過去勤務
債務に係る当期の費用処理額であります。

４．退職給付債務等の基礎に関する事項
　�　退職給付見込額の期間配分方法　　期間定額基準
　�　割引率　　　　　　　　　　　　　２．５％
　�　期待運用収益率　　　　　　　　　５．０％
　�　過去勤務債務の額の処理年数
　　　　１０年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法によっております。）
　�　数理計算上の差異の処理年数
　　　　１０年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法により、翌連結会計年度
から費用処理することとしております。）

１．採用している退職給付制度の概要
　　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、企
業年金基金制度及び退職一時金制度を設けております。
　　また、当社は平成１５年１２月に退職一時金制度の一部に
ついて確定拠出年金制度へ移行しました。
　　なお、平成１６年２月１日に代行部分の過去分返上の認
可を受けて厚生年金基金制度より企業年金基金制度に変
更しております。

２．退職給付債務に関する事項（平成１６年２月２０日現在）
（単位：百万円）

 �　退職給付債務 △ ７，７７２
 �　年金資産 ６，２８２
 �　未積立退職給付債務（�＋�） △ １，４９０
 �　会計基準変更時差異の未処理額 －
 �　未認識数理計算上の差異 １，３６２
 �　未認識過去勤務債務（債務の減額） △ 　９５８
 �　連結貸借対照表計上額純額（�＋�＋�＋�） △ １，０８６
 �　前払年金費用 －
 �　退職給付引当金（�－�） △ １，０８６  　
　（注）１．代行部分の返還相当額（最低責任準備金）を含

めて記載しております。
　　　２．連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しております。
　　　３．退職一時金制度から確定拠出年金制度への一部

移行に伴う影響額は次のとおりであります。
（単位：百万円）

　　　　　　退職給付債務の減少 １，３１４
　　　　　　未認識数理計算上の差異 △ 　４２５
　　　　　　未認識過去勤務債務 ３９
　　　　　　退職給付引当金の減少 ９２８
　　　　　また、確定拠出年金制度への資産移換額は１，１７１

百万円であり、４年間で移換する予定であります。
なお、当連結会計年度末時点の未換金額１，１６３百万
円は、未払金及び長期未払金に計上しております。

　　　４．厚生年金基金代行部分の過去分返上の認可に伴
う影響額は次のとおりであります。

（単位：百万円）
　　　　　　最低責任準備金に修正するための
　　　　　　退職給付債務の減少 ４６４
　　　　　　未認識数理計算上の差異 △ 　９２８
　　　　　　未認識過去勤務債務 ２，２８２
　　　　　　退職給付引当金の減少 １，８１９

３．退職給付費用に関する事項（自平成１５年２月２１日　至
平成１６年２月２０日）

（単位：百万円）
 �　勤務費用 ６５１
 �　利息費用 ２２９
 �　期待運用収益 △ 　２０７
 �　数理計算上の差異の費用処理額 ３５４
 �　過去勤務債務の処理額 △ 　２９３
 �　確定拠出年金導入に伴う損失 ２４２
 �　厚生年金基金の代行部分返上に伴う利益 △ １，８１９
 �　確定拠出年金への掛金支払額 １４
 �　退職給付費用（�＋�＋�＋�＋�＋�＋�＋�） △ 　８２７  　
　（注）１．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は「�　勤務費用」に計上しております。
　　　２．「�　確定拠出年金導入に伴う損失」と「�　厚

生年金基金の代行部分返上に伴う利益」は特別利
益に純額で「退職給付制度変更に伴う利益」とし
て計上しております。

４．退職給付債務等の基礎に関する事項
　�　退職給付見込額の期間配分方法　　期間定額基準
　�　割引率　　　　　　　　　　　　　２．５％
　�　期待運用収益率　　　　　　　　　３．８％
　�　過去勤務債務の額の処理年数
　　　　１０年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法によっております。）
　�　数理計算上の差異の処理年数
　　　　１０年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法により、翌連結会計年度
から費用処理することとしております。）

（退職給付関係）



－ ２２ －

（関連当事者との取引）
当連結会計年度（自平成１５年２月２１日　至平成１６年２月２０日）
　役員及び個人主要株主等

期末残高
（百万円）

科　　目
取引金額
（百万円）

取引の内容
関係内容議決権等の

所有（被所有）割合（％）
事業の内容
又は職業

資本金又
は出資金
（百万円）

住　所会社等の名称属　　性 事実上
の関係

役員の
兼任等

１，６８６
６０
５２５
－
－

買 掛 金
未 収 入 金
差入保証金

－
－

２３，７９１
６０
４０
１０
１

日本流通産業�からの商品仕入
販売奨励金の受入
保 証 金 の 差 入
利 息 の 受 取
配 当 の 受 取

－－（被所有）
直接１０．６

当社
代表取締役会長

日本流通産業�
代表取締役社長
（注１）

－－大桑　�嗣育�主要株主（個人）
及びそれらの近
親者

４

２
　　
１８
８８

６

－

未 払 金

未 収 入 金
　
預 り 敷 金
預り保証金
　
未 払 金
　

－

２７７

７７
　

△　　３

８６
　
３４

テナントにかかる消化仕入
（注２）
店 舗 等 の 賃 貸
（注３）
敷金及び保証金の
受 入 ・ 返 還
（注３）
制 服 の 購 入
（注４）
債 務 保 証
（注５）

－－（被所有）
直接８．４

当社取締役

�パーティハウス
代表取締役社長

－－大桑　俊男

「主要株主（個人）及びそれらの近親者」の大桑�嗣の
欄を参照下さい。

育�

－－（被所有）
直接１０．６

当社
代表取締役会長

日本流通産業�
代表取締役社長
（注１）

－－大桑　�嗣育�役員及びその近
親者

「主要株主（個人）及びそれらの近親者」の大桑俊男の
欄を参照下さい。

－－（被所有）
直接８．４

当社取締役

�パーティハウス
代表取締役社長

－－大桑　俊男

－－８９保 険 料 の 支 払
（注６）

損害保
険契約
の締結

なし（被所有）
直接０．０

損害保険代理店
業

１０和歌山県
和歌山市

�大安商事
（注７）

主要株主（個人）
及びその近親者が
議決権の過半数を
自己の計算におい
て所有している会
社等並びに当該会
社等の子会社

上記の欄を参照下さい。

損害保
険契約
の締結

なし（被所有）
直接０．０

損害保険代理店
業

１０和歌山県
和歌山市

�大安商事
（注８）

役員及びその近
親者が議決権の
過半数を自己の
計算において所
有している会社
等並びに当該会
社等の子会社

「主要株主（個人）及びそれらの近親者」の大桑俊男の
欄を参照下さい。

テナント
契約先

３人なし衣料品販売５３９和歌山県
和歌山市

�パーティハウス
（注９）

（注）１ 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
　２ �大安商事の（注８）に記載した近親者は、当社代表取締役大桑啓嗣、当社取締役大桑祥嗣及び当社取締役大桑俊男のそれぞれの近親者でもあ

ります。なお、これらの役員については、�大安商事にかかる記載が上記と同一となりますので、これを省略しております。

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）日本流通産業�との取引条件については、他の一般仕入先の条件と同様であります。
（注２）�パーティハウスからのテナントにかかる消化仕入については、他のテナントと同様に一般的な取引条件にて、決定しております。
（注３）�パーティハウスへの店舗賃貸及び敷金・保証金の受入れについては、近隣の取引実勢を勘案のうえ決定しております。なお、賃料は３年毎に

改定を行っております。
（注４）�パーティハウスからの制服の購入価格については、市場価格を勘案して当社の希望価格を提示し、交渉のうえ決定しております。
（注５）�パーティハウスの債務保証については、日本流通産業�に対して買掛金の保証を行ったものであります。なお、債務保証に対して保証料（１２１

千円）を収受しております。また、担保の提供は受けておりません。
（注６）�大安商事への保険料の支払いについては、一般取引先の条件と同様であります。
（注７）主要株主大桑�嗣の近親者が議決権の１００％を直接所有しております。
（注８）当社代表取締役会長大桑�嗣の近親者が議決権の１００％を直接所有しております。
（注９）当社取締役大桑俊男及びその近親者が議決権の８５．４％を直接所有しております。

育�
育�



－ ２３ －

　　

　

（１）事業部門別売上高

 販 売 の 状 況

（２）部門別営業収入

　

（単位　百万円）

前連結会計
年度比（％）

前 連 結 会 計 年 度
自　平成１４年２月２１日（ ）至　平成１５年２月２０日

当 連 結 会 計 年 度
自　平成１５年２月２１日（ ）至　平成１６年２月２０日

期　　別

事業部門別 構成比（％）金　額構成比（％）金　額

１０１．４９３．０２０７，５６５９５．６２１０，４３５スーパーマーケット事業小　

売　

事　

業

－２．０４，４２４－－ホームセンター事業

８９．４３．３７，２８４３．０６，５１２そ の 他 の 小 売 事 業

９８．９９８．３２１９，２７４９８．６２１６，９４８小 計

８２．７１．７３，８６０１．４３，１９３そ の 他 の 事 業

９８．７１００．０２２３，１３５１００．０２２０，１４２合　　　　計

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
２．「小売事業」の「その他の小売事業」については、主に書籍等の販売事業の売上高を記
載しております。

３．「その他の事業」については、主に外食事業の売上高を記載しております。

（単位　百万円）

前連結会計
年度比（％）

前 連 結 会 計 年 度
自　平成１４年２月２１日（ ）至　平成１５年２月２０日

当 連 結 会 計 年 度
自　平成１５年２月２１日（ ）至　平成１６年２月２０日

期　　別

部 門 別 構成比（％）金　額構成比（％）金　額

１２８．６２３．０１，９１０２５．７２，４５７不 動 産 賃 貸 収 入

１１６．２３３．２２，７４９３３．４３，１９６配 送 受 託 手 数 料
そ
の
他
の
営
業
収
入

９４．２２６．０２，１５７２１．３２，０３２レ ン タ ル 収 入

１１４．５１５．８１，３０７１５．７１，４９６ジ ス ト 事 業 部 収 入

２３１．０２．０１６３３．９３７６そ の 他

１１１．４７７．０６，３７７７４．３７，１０２小 計

１１５．３１００．０８，２８８１００．０９，５５９合　　　　計

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
　　　２．「その他の営業収入」の「ジスト事業部収入」は、（株）オー・エンターテイメントの映

画興行収入、スポーツクラブ収入及びボウリング場等のアミューズメント施設利用料
であります。


